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• マンションの大規模修繕工事の事業運営では、設計監理者（外部設計事務所等）に対して「工事発注会社選定のコンサルタント業務」を
委託することが昔から一般的に行われている。この点は、管理組合という組織の性格に照らしてやむを得ないこととも考えられる

• 設計監理方式のメリットが発揮されるためには、設計監理者と施工者とが利害関係を有していないことが大前提となり、その前提で公正・
透明な工事発注会社選定のコンサルティングが期待される一方、このコンサルティングを依頼したがために管理組合の利益が害される
可能性は、確かに考えられる

• この世界で実績のある技術者から、かつて次のようなメッセージが発信されていた

★悪質コンサルタントに注意
• 設計事務所の業務報酬は国交省告示で決められており、同じ業務内容であれば、複数の設計事務所から見積をとっても、医者の診療

報酬と同様に金額の差は大きくないはずである。
• ところが、告示に従った金額の２分の１や３分の１という極端に安い金額で受注するコンサルタント会社がある。
• このようなコンサルタント会社は、施工会社からバックマージンやキックバックを受け取って安価な受注金額を補填している。
• 施工会社選定の見積り合わせは、形式上行うが、最初から内定会社が決まっている「出来レース」を仕組んでいる。
• このようなコンサルタント会社は、マンションの大規模修繕工事を商売としてだけしか見ていない。

一般社団法人マンションリフォーム技術協会会報 ＭＡＲＴＡ第１２号（２０１０年６月１日発行）
宮城設計一級建築士事務所宮城秋治氏「悪質コンサルタントに注意」から要点の抜粋

• ２０１６年１１月、一般社団法人マンションリフォーム技術協会による「不適切コンサルタント問題への提言」に端を発し、国土交通省通知
「設計コンサルタントを活用したマンション大規模修繕工事の発注等の相談窓口の周知について」の発出（２０１７年１月）、週刊ダイヤ
モンド（２０１７年２月４日号）やＮＨＫクローズアップ現代＋による「業界のリベート問題」の特集・放映など、にわかに問題が表面化し、
その後数年にわたり社会問題と言えるレベルで報道された

• マンションの大規模修繕工事は設計監理方式で推進することが最良と言われ、メリットばかりが先行しがちであったが、設計監理者の選
定を誤れば、取り返しのつかない事態を招く可能性も考えられる方法 であることが明らかになったと言える

マンションの大規模修繕工事を巡る問題
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■不適切設計コンサルタント問題の表面化

■最近の報道（2025年3月4日～）
• 分譲マンションの大規模修繕工事の談合について公正取引委員会が調査に乗り出したことと、設計監理会社との関係も調査の対象に

なっていることが報道された

• 調査の対象になっている工事会社は、専門業者系の会社を中心に３０社とされ、この事実を自ら進んで公表している会社が多いほか、
年間売上１０億円クラスの設計監理会社なども、自社が調査の対象になっていることを公表している

• この調査（結果）の行方は全く分からない

■早わかり業界問題



報道を通じた問題の考察 ①

（出典） 週刊ダイヤモンド／2017年2月4日／87ページ
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報道を通じた問題の考察 ②

（出典） 毎日新聞／2017年4月20日（朝刊）／13面

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
• 意識が高い管理組合では、設計監理者の選定に慎重にならざるを得なくなった
• マンションの築年数や大規模修繕工事の経験回数にかかわらず、次の大規模修繕工事の初動的な検討段階から、

専門家のマンション管理士に適切な助言やコンサルティングをしてほしいというニーズが高まっている
• 理事会の区分所有者に対する説明責任の完遂をサポートするマンション管理士としては、無用の疑義を発生させ

ないため、設計監理者に工事発注会社選定の支援を委託しないか、委託するとしてもその範囲を最小にとどめる
方針を助言するとともに、その方針に基づいてコンサルティングを行うのが無難
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■工事発注会社選定とコンサルタントの関係など （管理組合向け）
• 不適切設計コンサルタント問題は、大規模修繕工事について、著しく強い当事者性を帯びた立場にあ
る設計監理者に対し、工事発注会社の選定を依存することに起因した問題と言える

• 工事発注会社選定のコンサルティングを担当したがために恣意の介在を疑われるようなことは、大規
模修繕工事の設計監理に携わる多くの技術者にとって、非常に不本意かつ迷惑なことと思われる

• また、技術者との信頼関係が確立されている管理組合においては、もとより無用の話でもある
• 一方、大規模修繕工事の事業運営において、専門性が高い業務はすべて外注するからこそ、工事発
注会社の選定は、事業主の管理組合が主体となって行うべき唯一の業務 と位置付けられる

• 工事発注会社の選定のコンサルティングは、設計監理にも施工にも携わらない立場にあり、かつ、法
律上の責任を負って管理組合に対する助言、指導その他の援助を行い得るマンション管理士に担って
もらうことなどを必要に応じて考慮する

【参考】 マンション管理士による「大規模修繕工事の事業運営のコンサルタント業務」の内容（例）

１．技術パートナー（設計監理者）の選定業務に対するコンサルティング
２．工事発注会社の選定業務に対するコンサルティング
３．前１．２．に関連した管理組合の臨時事務局業務の代行（見積参加会社との連絡・調整など）
４．大規模修繕工事実施計画案（総会議案説明書）の案文の作成

＜業務の概要＞

管理組合運営を熟知した第三者の専門家として、管理組合が大規模修繕工事という特別な事業を行うにあたり、そ
の進め方がいくつかある中にあって、また様々な情報が氾濫している中にあって、理事会（修繕委員会）が取り組む
べき初動的な検討から工事完成までの事業運営全体に関し、合理性、公正性、透明性を満たして必要なサポートを
行うほか、設計事務所等や工事発注会社の選定において管理組合の臨時事務局の機能を果たす

不適切設計コンサルタント問題に対する考察
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大規模修繕工事の事業の推進スケジュール(例)

第＊２回通常総会 （2024年5月）
＜承認事項＞
• 第＊回大規模修繕工事の事業実施方針案及び推進スケジュール案
• マンション管理士とのコンサルタント業務委託契約（１年目）
• 技術パートナー選定のためのコンサル業務費の予算

第１フェーズ （2024年度） の事業活動
→ 技術パートナーの選定、第２フェーズの活動の準備

第＊３回通常総会 （2025年5月）
＜承認事項＞
• 技術パートナーに対する建物診断、修繕設計、工事発注会社選定支援の各業務の委託
• マンション管理士とのコンサルタント業務委託契約（２年目）
• それぞれの予算

第２フェーズ （2025年度） の事業活動
→ 建物診断の実施、修繕設計の実施、工事発注会社の選定と１社の内定、工事実施計画案の作成、第３フェーズの活動の準備

第＊４回通常総会 （2026年5月）
＜承認事項＞
• 工事実施計画案（技術パートナーに対する工事監理業務の委託を含む）
• マンション管理士とのコンサルタント業務委託契約（３年目） → あまり仕事はないが・・・
• 工事費、工事監理業務費、予備費その他の予算

第３フェーズ （2026年度） の事業活動
→ 第＊回大規模修繕工事の実施

第＊５回通常総会 （2027年5月）
＜報告事項＞
• 第＊回大規模修繕工事の完成報告 （実施した工事、事業収支その他）
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技術パートナー選定のポイントなど

■見積の対象になる業務と契約条件の示し方など
• 次の①～④の業務の段階的な委託に同意し得る技術者（設計事務所や管理会社）を対象として、公募その他の

合理的な方法により競争原理を働かせて信頼できる技術パートナーを選定する
①建物等の劣化調査・診断（以下「建物診断」）
②修繕設計
③工事発注会社選定支援
④工事監理

• 段階的な委託とは、各業務の委託契約は事業ステップに応じて各別に締結し、最初からいわゆる一気通貫の契約
はしないということ

• 修繕設計業務の内容（工数）は、建物診断の結果や改修方針等による変動があり得るし、工事監理業務の内容
（工数）についても、工事発注会社選定における設計変更提案の受け入れなどによる変動があり得る

★見積要項書の記載例
**．契約締結の時期（予定）

各業務の受委託に係る契約の締結時期は次のとおりで、すべて各別の契約となります。
①建物診断業務・・・第＊３回通常総会（2025年5月に開催予定）の開催日以降の日
②修繕設計業務・・・第＊３回通常総会（2025年5月に開催予定）の開催日以降の日
③工事発注会社選定支援業務・・・修繕設計業務の成果品の納品の見通しが立った日以降の日
④工事監理業務・・・第＊４回通常総会（2026年5月に開催予定）で第＊回大規模修繕工事の実施の承認

が決議された日以降の日

• 見積に参加してもらう技術パートナー会社（外部の設計事務所）は、見積参加条件を設定したうえ、業界紙を通じた
公募または著名会社を対象とする指名（ノミネート）の方法によって集める

• もちろん公募が望ましい
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各業務の内容（管理組合向け）を次ページ以下に記載

■見積参加会社の募集

（以下１２ページへ続く・・・が、その前に基本事項の再確認）



① 建物劣化調査・診断業務

■業務の内容
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• 建物共用部分及び附属施設等を対象とする大規模修繕工事の修繕設計の基礎資料となり得る調査
診断を目視と機械を用いて行い、現況の写真を添えた文書で結果を報告する業務

• 各戸（専有部分）の使用者にしか分からないバルコニー廻りの外壁面や床面の劣化状況等の調査を
目的としたアンケートの実施、集計、分析、立ち入り調査が含まれる

• 機械試験調査の内容は、次の４つであることが一般的

１．外壁タイルの付着強度 （破壊検査）
２．塗装仕上げ面の塗膜の付着強度 （破壊検査）
３．コンクリートの中性化 （破壊検査）
４．外壁等のシーリング（止水）材の劣化 （物性試験）

• 各戸からのアンケート回答結果に応じたバルコニーへの立ち入り調査の件数や、前１．～３．の検査
の実施箇所数などは、調査診断業務の品質が満たされる前提で、技術パートナー（調査・診断者）の
判断によって決定される

• マンションの建物等の特定の部位（箇所）について、大規模修繕工事（外壁に足場が架設される機会）
にしか改善を図ることができない懸案がある場合には、それに特化した調査・診断とコメントを求める
ことなども可能 （その分費用は増加するが。）

• 流れとしては、建物の部位ごとの劣化の現況に応じて、どのような内容の修繕が必要になるかどうか
がこの調査診断によって判断され、それに基づいて工事の内容や仕様の細部が設計される

■主な成果物
• （仮）建物等劣化調査・診断結果報告書など

• 大規模修繕工事の実施に向けたスケジュール (案)
• その他



② 修繕設計業務

■業務成果物と内容など
• 次の各素案を成果物とする業務になり、一般に必須の成果物と位置付けられる１．～３．をまとめて

修繕設計図書 という

1. 工事仕様書
• 施工のルール、施工の内容・工法その他の要領等の把握のための基礎資料となるもの

2.見積内訳書
• 修繕数量、施工の内容及び概算工事費（工事予算）等の把握のための基礎資料となるもの
• 団地共用部分等に対する工事費と５棟それぞれの共用部分に対する工事費の内訳が分かるように作成する

3.見積要項書
• 統一された条件で工事会社に見積を依頼するための基礎資料となるもの

• 技術パートナーに工事発注会社選定支援業務を委託する場合は必須だが、管理組合が主体となって工事発注
会社を選定する場合には、管理組合で自主的に作成する

4.その他
（1） 設計図
• 意匠性が高い工事（エントランスの大改装、管理集会棟の大掛かりな内装替えなど）がある場合に限る
（2）工事の見積参加条件に関する意見書 （個別のリクエストによる）

• 技術パートナーに工事発注会社選定支援業務を委託する場合、工事の見積に参加する会社が備えるべき要件
（見積参加条件）は、見積要項書の素案を通じて示されることになる

• これに対し、管理組合が主体となって工事発注会社を選定する場合には、修繕設計に基づく工事の元請受注に
耐え得る施工者の選定基準（見積参加条件）をあらかじめ技術パートナーに意見として示してもらう

■修繕設計とは
• 大規模修繕工事を実施するための技術面の準備と位置付けられる
• 設計と言っても、図面の作成などは伴わない

• 仮設計画図（工事施設の配置図や足場架設計画図など）は、後に工事の見積参加会社によって作成され、発注内
定会社のそれを正式に採用するのが一般的
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③ 工事発注会社選定支援(コンサルタント)業務

■業務の内容
• 管理組合が修繕設計に基づく大規模修繕工事を発注する建設業者を下記の３段階の選考を経て内定
するために必要な支援を行う業務であることが一般的

一次選考 見積参加条件の充足の確認のための形式審査
二次選考 主に価格の比較を目的とした見積合わせ
三次選考 主に品質の比較を目的としたヒアリング

■支援の内容（必要な説明及びアドバイス、見積参加会社との連絡調整を含む。）
• 各種文書資料の作成
• 選考スケジュールの立案
• 見積参加条件の立案
• 公募公告の掲載
• 応募会社に対する各種通知書の案文作成
• 現場説明会の開催運営（開催しない場合も多い）
• 応募会社との連絡調整（応募資料や見積書等の収受）
• 各社提出資料等のチェック
• 見積参加会社による現況調査実施計画の立案
• 共通質疑回答書の作成
• ヒアリング選考会の開催運営

• 上記のほか、工事発注会社選定の透明性や公正性の確保と管理組合側（理事会や委員会）における
選考の円滑化に資する支援

■業務成果物
• 特になし （ケースによって簡単な報告書程度） 10



④ 工事監理業務

■主な業務内容

◇ 工事着工前監理業務 （監理・監修の対象／必要な会議への出席を含む）
1. 工事請負契約締結
2. 工事住民説明会
3. 仮設計画
4. 施工計画
5. 工事工程計画
6. 居住者対策計画

◇ 工事中監理業務 （必要な会議への出席を含む）
1. 工程検査
2. 中間検査
3. 竣工検査
4. 定例会議への出席
5. 工事監理報告書作成
6. 工事仕様変更対応
7. 竣工図書確認

◇ 工事完成後の業務 （工事監理業務に含めることは一般的ではないが・・・）

1. アフター点検への立会いなど

■主な成果物
• 工事監理業務週報または月報（チェックや指導の内容など）
• 工事監理業務報告書
• その他
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続 ・ 技術パートナー選定のポイントなど

■工事発注会社選定支援業務の委託の要否 （委託する場合の範囲）

• 技術パートナーの資質によっては、この支援業務が不適切なコンサルティングの草刈り場？になるおそれを伴って
いることや、専門性が高い業務を全面的に外注する中にあって、この支援業務をも前々ページに記載のフル仕様
で委託した場合には、管理組合が主体となって取り組む業務がないも同然の状態となることが懸念されることなど
は上記のとおり

• そのため、初年度に際して総会で決議する事業実施方針(案)においては、活動内容の要点として、この支援業務
を委託するかどうかは未定である旨を説明しておく

• この業務の委託の可否や範囲などは、公募に応じてもらう段階では詳しく開示せず、見積を依頼する段階で見積
要項書を通じて明らかにするスケジュールになるが、最初から委託しないことを示すことでもよい

• そのうえで、この業務が委託されないなら見積参加を辞退するという会社があることが予想されるほか、この業務
を委託するかどうか、また委託する業務の範囲によって修繕設計業務の成果物（９ページ）の内容が異なることに
もなるため、公募の前にこの業務の委託の要否と委託する場合の範囲を慎重に検討する

• 工事発注会社の選定業務を基本的に管理組合側で執り行うことになった場合でも、技術パートナーの支援が必要
かもしれないステップと実状などは以下のとおり

１．工事見積に際する現場説明会の開催
→ 修繕設計図書の完成度が相応以上であれば、現場説明会は必要ないと考えられる
→ 見積参加会社が一堂に会する場を積極的に設定すること自体が好ましくない

２．工事見積に際する質疑回答書作成の補助
→ そもそも修繕設計図書の完成度に起因して質疑が寄せられることになる関係から、修繕設計業務に含めて

対応（協力）してもらう ＝工事発注会社選定支援業務に含めない＝ことでも差し支えない
３．工事発注会社選定のヒアリング選考会への同席と必要な助言等

（※ヒアリング対象会社に対する技術パートナーの評価や意見を確認する機会の設定）
→ このステップは経ておくのが無難

12

※技術パートナーとの信頼関係からも、３．の支援のみを委託するのが適当
※近年は３．の支援のみの委託にも応じる設計事務所等が多い

（７ページからの続き・・・）



会社名 Ａ社
（単位：円）

１ 建物劣化調査・診断業務費 1,000,000 
２ 修繕設計業務費 1,200,000 
３ 工事発注会社選定支援業務費 300,000
４ 工事監理業務費 1,500,000 

小計 3,000,000 
消費税及び地方消費税 300,000 
合計額 3,300,000 

見積金額の提示手法と単価設定根拠など

■提出される見積書の総括項目 (例)  注）記載の金額はあくまで例示

※各業務を異なる時期に（各別に）発注することになる
関係で、諸経費その他の経費の加算や端数処理の
減額は、すべて各業務の見積金額の中で調整して
もらい、左表の小計や合計額からの出精値引きなど
は認めない

■設計業務委託等技術者単価 （国土交通省公表資料）

令和６年度 令和７年度 平成２２年度

【参考】 15年前・・・
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■各業務費の積算（単価設定）根拠 ※次のいずれかに分類される
１．国土交通省設計業務委託等技術者単価 → 下表の「技師(Ｃ)」ランクの単価のケースが多い

※近年は単価の上昇幅が大きいため、あらかじめ見積金額が提示されていたことにかかわらず、協議に基づき実際の業務履行期の
年度の単価に見直して委託契約を締結することも考慮する （見直しを条件とされる場合もある）

２．（１．以外の）独自に設定された単価 →  あくまで各社の判断に基づいて設定されるもの（相対的に安価）
※この場合には、履行期の見直しの対象にする必要はない



見積参加会社の公募の要点

１．東京都又は神奈川県に事業所を有する法人の一級建築士事務所であること。
２．営業年数３年以上で、直近３期の決算において営業損失の計上がないこと。
３．マンションの大規模修繕工事の設計監理業務の受託実績が豊富であること。
４．実務担当技術者は、有資格者で同種の設計監理業務の経験が豊富であることのほか、棟数・戸数の規模が大きい

団地型マンションにおける建築関係の大規模修繕工事の設計監理業務を完遂した実績を有すること。
５．万一の場合の業務履行保証等の仕組みを有すること。

■参加条件

次の１～５について、郵送または宅配便により後記の各提出先へそれぞれ送付のこと（持参提出不可）。
１．見積参加願い（自由書式）及び一級建築士事務所登録を証する書面(写)
２．会社案内ほか資料及び直近３期の決算書(写)
３．直近３年間に完遂した総戸数３００戸以上の団地型マンションにおける建築関係の大規模修繕工事の設計監理

業務について、地区、棟数・戸数、延床面積などが明記された実績表
４．実務を担当する技術者の経歴(実績)書及び資格証明(写)
５．営業担当者の名刺（電子メールアドレス記載必須）

■提出書類

■予定委託業務
１．建物調査診断業務
２．修繕設計業務
３．工事発注会社選定支援業務
４．工事監理業務

１．建物調査診断業務
２．修繕設計業務
３．工事監理業務

割り切るなら↓でもよい

＜コメント＞
• 上記は、法人であること以外は「ゆるゆる」の条件と言える
• 厳格な条件を設定すれば、必然と応募できる会社が限られ、管理組合側に不満が生じかねない。敷居（ハードル）は低い方がよい
• 業務履行保証等の仕組みとは？

＜コメント＞
• 提出書類のまとまり方（整然性）で各社の経験が分かる
• ４．実務担当技術者については、複数人が候補として示されるケースも多い
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１．建物等劣化調査・診断業務見積を依頼する業務
※見積要項書の抜粋

４．委託業務の内容、仕様及び条件等

(1) 建物等劣化調査・診断業務
ア.内容
• 物件概要に記されている建物共用部分及び附属施設等を対象とする第〇回目の大規模修繕工事（以下、特記なき限

り単に「大規模修繕工事」）の修繕設計の基礎資料となり得る調査診断を行い、文書で結果を報告する業務です。
• 各住棟の専有部分の使用者にしか分からないバルコニー廻りの劣化状況等の調査を目的としたアンケートの実施、

集計、分析を含むものとします。
• 報告書には、調査診断結果に基づき、妥当と考えられる改修の工法等や概算工事費に関するコメントや、次(2)修繕

設計以降の委員会の活動スケジュール（見積者の作業工程共）の提案が添えられるものとします。
イ.履行に際する提供資料等（ペーパー版または画像データ版）
• 過去の大規模修繕工事の完成図書
• 修繕履歴（残存分のみ）
• 管理会社の年次建物点検報告書
ウ.履行スケジュール等（予定）

着手期 ２０２５年６月
完了期 ２０２５年１１月頃

エ.業務成果品
建物等劣化調査・診断業務報告書
※製本版・電子版各１部のほか、納品説明用の抜粋版＊部程度とします。

オ.業務費の積算上の留意点など
• 本業務にアスベスト含有調査は含まれません。
• 期間中の会議出席回数は見積者の提案とします。
• 業務項目ごとに工数及び単価を明示し、業務の内容を明らかにして下さい。
• 業務項目の細部の仕様は、品質が満たされる範囲内で、各社の提案とします。
カ.その他
• 報告書の構成や体裁は受託者のオリジナルで可とします。
• 期間中の会議運営に必要な資料（＊部程度）は都度、受託者が印刷し持参するものとします。 15



２．修繕設計業務見積を依頼する業務
※見積要項書の抜粋

(2) 修繕設計業務
ア.内容

大規模修繕工事に関する次の(ア)～(ウ)の各素案を作成する業務です。
(ア) 工事仕様書
• 共通事項、特記事項が一体的または各別にもれなく明記されていることを要します。
(イ) 工事見積内訳書
•マンション標準管理規約（団地型）に規定される区分経理の方法に準拠して、土地、附属施設及び団地共用部分（＊号棟等）に対する工事
と、１～＊の各号棟の共用部分に対する工事が区分され、それぞれの工事について施工数量等を明示し、かつ、概算工事費が算出された
ものであることを要します。
(ウ) 修繕設計に基づく仕様による工事の元請け受注に耐え得る施工者の見積参加条件の提示
•建設業許可、営業年数、事業所等拠点、資本金、現場代理人、元請受注実績、売上高などの条件が明示されることを要します。
イ.履行に際する提供資料等（ペーパー版または画像データ版）

(1) イ．に同じ
ウ.履行スケジュール等（予定）

着手期 ２０２５年１１月頃
完了期 ２０２６年３月頃

エ.業務成果品
(ア) 工事仕様書
•製本版・電子版（ＰＤＦ形式）各１部のほか、納品説明用の抜粋版＊部程度とします。
(イ) 工事見積内訳書
•製本版・電子版（ファイル形式はMicrosoft Excelに限る。次項において同じ。）各１部のほか、納品説明用の＊部程度とします。
•電子版は、概算工事費が入力された版と金抜き版の各１部とし、金抜き版もExcelの数式が入った版とします。
(ウ) 意見書「修繕設計に基づく仕様による工事の元請け受注に耐え得る施工者の見積参加条件」
•提出版１部のほか、納品説明用の＊部程度とします。
オ.業務費の積算上の留意点など
•期間中の会議出席回数は見積者の提案とします。
•業務項目ごとに工数及び単価を明示し、業務の内容を明らかにして下さい。
•共通質疑回答書の作成補助の見合いの費用を本業務の見積金額（諸経費など）に見込んで下さい。「共通質疑回答書の作成補助」などの
名目の独立した見積項目を設ける方法でも差し支えありません。

•業務項目の細部の仕様は、品質が満たされる範囲内で、見積者の提案とします。
カ.その他
•各成果品の体裁などは、受託者のオリジナルで可とします。
•期間中の会議運営に必要な資料（＊部程度）は都度、受託者が印刷し持参するものとします。
•本業務の見積金額について、建物等劣化調査・診断業務の結果に基づく増減等が生じる場合には、(1)エ．の報告書の提出時に内訳を明
示し、正式契約に際して別途、協議するものとします。

•大規模修繕工事を発注する会社の選定については、ア．(ウ)の条件を拠り所として、見積参加会社の公募からヒアリング選考会の開催運
営までの一切の業務を管理組合側で自主的に執り行います。
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３．工事発注会社選定支援業務見積を依頼する業務
※見積要項書の抜粋

(3) 工事発注会社選定支援業務
ア.内容
(ア) 前提
• (2)カ．末尾に記載のとおり、工事発注会社の選定は、見積参加会社の公募からヒアリング選考会の開催運営までの

一切の業務を管理組合側（委員会）で自主的に執り行います。
• 具体的には下記の３段階の選考を経て一社を内定する計画です。

一次選考 見積参加条件の充足の確認のための形式審査
二次選考 主に価格の比較を目的とした見積合わせ
三次選考 主に品質の比較を目的としたヒアリング

(イ) 支援の内容
• 三次選考となるヒアリング選考会への出席及び質疑対応の補助
• ヒアリング選考会終了後に開催する委員会の会議への出席及びヒアリング対象各社に対する評価（設計変更の提案

があった場合の採否の判断等を含む。）の意見陳述
イ.履行に際する提供資料等（ペーパー版または画像データ版）

• (1)イ．に同じ
• ヒアリング対象会社の席上配付資料
• ヒアリング対象会社の既提出資料（当日用意）

ウ.履行スケジュール（予定）
２０２６年７月頃

エ.業務成果品
• 特になし

オ.業務費の積算上の留意点など
• ヒアリング選考会及び終了後の委員会の会議への出席が午前から夕刻まで（ほぼ１日）の拘束となる前提で、出席予

定人数に応じたア．(イ)の対価をお見積り下さい。
• 一式提示で差し支えありませんが、業務項目の別に工数及び単価を明示する方法によることでもけっこうです。

カ.その他
• ヒアリング選考会の開催日は、見積参加会社に対して見積を依頼する前に、受託者との調整を経て決定します。
• 管理組合が自主的に行う工事発注会社の選定において、見積参加会社に対する現場説明会は実施しません。 17



４．工事監理業務見積を依頼する業務
※見積要項書の抜粋

(4) 工事監理業務
ア.内容
• 修繕設計に基づく大規模修繕工事の工事監理の業務です。
イ.履行に際する提供資料等（ペーパー版または画像データ版）
• (1)イ．に同じ
ウ.履行スケジュール（予定）

着手期 ２０２６年１１月頃
完了期 大規模修繕工事の完成引渡し日

エ.業務成果品
工事監理業務報告書
• 総括的報告事項の記載のほか、工事監理業務の週報または月報（チェックや指導の内容が分かる内容）、附帯資料
等を綴じ込んだ冊子とします。

• 提出は製本版・電子版（ＰＤＦ）各１部とし、本業務に特化した納品説明は要しません。
オ.業務費の積算上の留意点など
• 大規模修繕工事の想定工期は８ヶ月とします。
• 工事会社と監理者の二者定例会議、委員会との並行開催となる三者合同会議の開催（出席）回数は、見積者の提案

とします。
• 工事着工前の監修業務と工事中の監理業務（竣工図書の精査を含む。）を区分し、業務項目ごとに工数及び単価を

明示し、内容を明らかにして下さい。
• 業務項目の細部の仕様は、品質が満たされる範囲内で見積者の提案とします。
カ.その他
• 本業務の見積金額について、想定工期の変更や工事発注内定会社の設計変更の提案を採用したことなどに伴う増

減が生じる場合には、その内容を明らかにしたうえ、正式契約に際して別途、協議するものとします。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
• ２回目以降の大規模修繕工事の場合、想定工期は前回の大規模修繕工事の工期と比べてやや長めに設定する
• これは、建設業界の働き方改革に伴う「土曜日休工」の徹底を織り込んだもの
• あくまで想定工期であり、正式契約に際して決定した「予定工期」との過不足(額)を調整する
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見積要項書の抜粋

５．現況調査
見積にあたっては、見積者の責任において、物件団地の現況調査を行って下さい。調査にあたっては、下記にしたがい、

あらかじめ受付担当者へ電話で連絡し、所定の事項を申し出て下さい。期間中の再調査についても同様とします。
(1) 調査期間：本書配付後、２０２４年１２月６日(金)までの平日

9時00分～15時00分（最遅16時30分に退館のこと）
(2) 受 付：管理事務所（■■管理員）＊＊＊－＊＊＊－＊＊＊＊

電話受付時間も前記の時間帯に準じます
(3) 申出事項：調査希望日時（所要時間共）・調査担当者人数・責任者名等
(4) 留意事項：
ア.申し出のあった調査希望日時を調整する場合があります
イ.調査開始時及び終了時には管理事務所に報告をお願いします
ウ.調査中は腕章またはＩＤカードを着用して下さい
エ.現況調査において次の資料を閲覧していただくことができます（撮影も可）
・ 管理組合規約類集
・ 竣工図
・ 現に有効な長期修繕計画書

オ.専有部分内への立ち入りは不可とします
カ.管理員ほか団地管理組合関係者に対する質問等は不可とします

６．質疑応答
見積期間中の質疑対応の要領は、下記のとおりとします。
(1) 受 付 先 ：親泊マンション管理士事務所 親泊 哲（ｵﾔﾄﾞﾏﾘ ｻﾄﾙ）
(2) 受付方法：電子メールに限る ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ s-mankan@jt9.so-net.ne.jp
(3) 受付期限：２０２４年１２月６日(金)まで
(4) 回答方法：電子メールの返信による各社共通回答
(5) 回答期日：同１２月１０日(火) 
(6) 提出様式：見積者本位にて（メール本文に記載の方法も可）

※
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№ 質 疑 事 項 回 答

1 竣工図書のPDFデータはお持ちでしょうか。お持ちでない場合、竣工図書スキャン費を御見積

計上して宜しいでしょうか。

 竣工図はＰＤＦ形式の電子データが保管されています。

2 機械試験において、試験箇所の決定はコンサルタントの裁量と考えて頂いて宜しいでしょうか。 見積要項書４.(1)ア.１ポツ目のとおり、大規模修繕工事の修繕設計の基礎資料となり

得る調査診断業務の品質が満たされる前提で、よろしいです。

3 内容理解の向上を図るため、住民様への建物劣化診断説明会と設計説明会の同時開催は

可能でしょうか。

 建物等劣化調査・診断の結果や、それに応じた改修方針等を区分所有者に対して説

明するための機会は必要と認識していますが、現時点において説明の方法や時期は

未定です。

5 アフター点検の立会いは今回業務に含んでも宜しいでしょうか。  技術パートナーに対する支援業務の委託は、工事監理業務の完了を区切りとし、アフ

ター点検への立会いは基本的に別途と位置付けていますので、その対価を見込んで

いただく必要はありません。ただし、例えば、１年アフター点検への立会いまでを工事

監理業務に含めることが既定となっている会社で、かつ、その対価が工事監理業務

のいずれかの見積項目（諸経費等を含む。）に含まれるような場合は、その見積書中

に「１年アフター点検への立会いを含む」などと明示または注記されることを妨げるも

のではありません。

13 バルコニー立入調査について、各棟10％程度で計上してよろしいでしょうか？  各社の判断とします。

16 工事発注会社選定支援業務は、三次選定のみ出席という認識でしょうか？  よろしいです。見積要項書４.(3)ア(イ)及びオに記載のとおりです。

27 ヒアリングの機会を頂戴した際、再度現地の確認をすることは可能でしょうか？  可能です。巻末部の連絡事項３.に実施要領を示します。

32 御見積の内容について「設計監理方式」での見積徴収となっておりますが、弊社では近年、

設計監理方式をバージョンアップし、推進体制や工事会社の発注方式に工夫を加えた「マネ

ジメント方式」を採用しております。今回御見積をご提出するにあたり、設計監理方式と併せ

てマネジメント方式の見積提案を行うことも可能でしょうか。（その場合は業務内容等に若干

の変更がございます）

 今回は不可とします。

 ヒアリング選考に進出し、かつ、ヒアリングの説明時間内で説明し得ると判断された場

合にご提案ください。

37 履行に際する提供資料の他、下記資料の借用を想定しております。

①新築時の竣工図 ②管理規約 ③販売当初のパンフレット ④長期修繕計画書 ⑤直近の

総会議案書等 これらをお借りすることは可能でしょうか。また、既にデータ化されているもの

はございますか。

 ⑤以外は共有化が可能です。

 電子データの共有化の範囲については、質疑№1.のほか、委託を決定した技術パー

トナーとの間で細部を協議するものとします。

51 大規模修繕工事の施工費用には１～＊号の各棟並びに団地共用部に区分できる工事項目

と共通仮設（現場事務所、トイレ等）、諸経費（現場管理費、法定福利等）の各棟に区分し難

い費用がございます。その際はどのようにして概算工事費を算出すればよろしいでしょうか。

 各社が団地型マンションに関与したときの経験に基づいて判断して下さい。

54 ヒアリングにおいては、解決すべき管理組合の課題に対する提案事項、あるいは題目等をご

提示いただけるのか、各社が自由裁量でプレゼンテーションするのか、貴管理組合の方針を

お聞かせください。

 ヒアリング選考に進んだ会社に対して説明します。

58 管理組合の会計については、各棟別に区分経理されているとの認識でよろしいでしょうか。  現況調査において閲覧の対象とした団地管理組合規約第３２条に定められていると

おりです。

61 今回の工事範囲は１号棟から＊号棟と認識しておりますが、外構工事の工事範囲はどこまで

でしょうか。

 各社の判断とします。

質疑回答の内容 （例）

• ごもっともと思える質問は、「設計説明会」の開催運営支援の要否や、それに伴う資料印刷代の別途計上等に関する質問ぐらい
• 相対的に、見積要項書の参照不足や現況調査の怠慢に起因した質問、的外れな質問、意味不明な質問などが多い・・・ 20



見積合わせの結果 （その１）

21

一次選考で選外



見積合わせの結果 （その２）
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見積依頼後辞退 見積依頼後辞退



ヒアリングの結果

• 設立後数年の小規模な会社

• 担当技術者も兼務する代表者は、若いが業界（設計事務所勤務）経験が長く、工事発注会社選定は管理組合が主体となって行うべき！と
いうポリシーを能動的に説明した点を含めて、全体の説明や質疑対応が理路整然としており、非常に印象がよかった

• ちなみに、工事発注会社選定は管理組合が主体となって行うべき！という説明は、他の会社からはなかった
• そのため、少しでも下方に金額が見直されるならぜひ委託したいという機運が上がった

（金額順位が５番手のままではちょっとね・・・というかんじ）

• Ｂ社は、修繕設計業務費（特に基本設計）の見積金額が高かったが、この点は竣工図面から修繕数量を拾いなおす作業を予定していた
ことによる。最終条件としての減額はこの修繕設計業務費からなされたが、業務仕様は不変とされた

• この数年、国土交通省設計業務委託等技術者単価が著しく上昇しているが、技術パートナーの選定への影響はほとんどない（その理由
は次ページに記載のとおり）

• 前回の大規模修繕工事の設計監理会社（著名処）は、管理組合側（委員会）が個別に見積参加を勧奨したことにかかわらず、エントリーし
なかった （どうして？）

• 見積参加会社の所属団体は、一般社団法人マンション改修設計コンサルタント協会が圧倒的に多い

• 大規模修繕工事の受注に対応し得る建設業者がそんなに多くない事情と同様、マンションの改修工事の設計監理に対応し得る設計事務
所も、そんなに多くないことで、必然と応募の常連会社が明らかになる

■内定した Ｂ社 の特記事項など

■その他

23



このコンサルティング事例のまとめ

■見積項目
• あらかじめ業務仕様を示さずとも、見積項目は22～23ページの一覧表の項番（最左列）41～44の小項目（-1・-2…）に

記載の項目とほぼ一致するもの

• もちろん、細部までは完全に一致しないため、比較の円滑化の観点からコンサルの裁量で便宜的に振り分けて記載
する。そのため、一覧表に記載の金額の細部が各社の見積書の項目や金額とは完全に一致しないことも注記する

■金額差が生じる要素 （＝価格競争力の発揮のポイント）
①各業務の作業工数の多寡

→ 仮に修繕設計の拠り所が「過去の大規模修繕工事の修繕数量等の転用・流用」であれば、見積金額は低い
②直接人件費（単価）の多寡

→ 国土交通省技術者単価に忠実な設定は、おそらく価格競争力を失う。そのため、多くの会社が独自単価になる
③間接経費・技術料の多寡

→ 会社によってかなり幅があり、業務ごとに本体金額の８～５０％。最多分布帯は１０～１８％

■雑感
• 見積参加条件がゆるゆるであったため、１６社の応募があったことには、あまり驚かなかったが、１５社に対して見積

が依頼されることになるとは意外・・・

• そして、見積要項書の交付後（工事発注会社支援業務がフルスペックで委託されないことを知った後）に見積参加を
辞退した会社が２社だけであったことも、これまた意外・・・

• 設計事務所も、バックマージンをアテにして激安価格で関与するようなことができなくなった中で競争が激化し、かなり
大変なのだろう （だから安易に辞退したりしないのだろう）と思わされた

• そのほか、組織的なバックアップを前提として、技術系資格を有しない者を「経験豊富な実務担当技術者」と位置付け
ている会社があり、閉口させられた（この会社は他の物件でも同じ手法を用いている）

• 午前から午後にかけて７社に対するヒアリングを実施したことも、工事発注会社選定を含めて初めての経験であった
（これは何より管理組合の方々に敬意を表したい）

• 改めて、長くやっているとイロイロなことを経験させられる

24



ご清聴ありがとうございました
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